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３ 令和８年度の成果目標 

 
第 6期鳥栖市障害福祉計画・第 2期鳥栖市障害児福祉計画（以下、「前計画」とい

う。）では、障害者の自立支援の観点から、地域生活移行や就労支援といった課題に

対応すべく、国の基本指針に準じ、令和 5 年度までの成果目標を設定しました。新

しい国の基本指針では、7つの成果目標設定が求められています。本計画ではこれま

での実績と本市の実状を踏まえ、新たに令和 8 年度末までの数値目標を設定するこ

ととします。  

新たな数値目標とそれに関する現状値は以下のとおりです。 

 

１ 福祉施設入所者の地域生活への移行 

前計画では、令和 5年度末までに、令和元年度末現在の施設入所者（64人）

の 6％（4人）を地域生活へ移行すること及び令和元年度末現在の施設入所者の

1.6％減の 2人の削減を目標としていましたが、令和４年度末までの地域生活移

行者は 0人でした。 

本計画では、引き続き、グループホーム等の利用促進や訪問系・日中活動系サ

ービスの利用により、施設入所者の地域生活への移行を支援し、令和 4年末時点

における施設入所者（67人）の 6％以上（5人）を令和 8年度末までに地域生

活へ移行するとともに、令和 8年度末時点における福祉施設入所者を、令和 4年

度末時点から 5％以上（4人）削減することを目標とします。 

 

※ 地域生活移行者数とは、入所施設の入所者が施設を退所し、生活の拠点をグループホーム、 
福祉ホーム、一般住宅へ移行した者の数。 
  

数値目標１：福祉施設入所者の地域生活への移行  

前計画の 

実 績 

令和４年度末の施設入所者数  ６７人   

令和４年度末までの削減数     ０人   

令和４年度末までの地域生活移行者数※     ０人   

本計画の 
目標値 

令和８年度末の施設入所者数    ６３人   

令和８年度末までの削減数    ４人   

令和８年度末までの地域生活移行者数※     ５人   

  

以降の各頁の表において、上段は計画時の見込み、

下段の（ ）内は実績値です。 
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２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

本市では、精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをする

ことができるよう、保健・医療・福祉関係者による協議の場として、鳥栖・三養

基地域自立支援協議会のくらしの支援部会を活用し、保健・医療・福祉関係者と

の連携強化を図ってきました。 

今後も、鳥栖・三養基地域自立支援協議会のくらしの支援部会において協議を

重ねながら、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を図ります。 

 

活動指標 

第６期 第７期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

保健，医療及び福祉関係者による

協議の場の開催回数（回／年） 

4 

（4） 

4 

（4） 

4 

（4） 
4 

保健，医療及び福祉関係者による

協議の場への関係者の参加者数

（人／年） 

56 

（56） 

56 

（56） 

56 

（56） 
56 

保健，医療及び福祉関係者による

協議の場での目標設定及び評価

の実施回数（回／年） 

1 

（1） 

1 

（1） 

1 

（1） 
1 

精神障害者の地域移行支援の利

用者数（人／月） 

1 

（1） 

1 

（1） 

1 

（1） 
1 

精神障害者の地域定着支援の利

用者数（人／月） 

1 

（1） 

1 

（1） 

1 

（1） 
1 

精神障害者の共同生活援助の利

用者数（人／月） 

60 

（71） 

63 

（69） 

66 

（100） 
69 

精神障害者の自立生活援助の利

用者数（人／月） 

1 

（0） 

1 

（0） 

1 

（0） 
1 

精神障害者の自立訓練（生活訓

練）（人／月） 

10 

（4） 

12 

（5） 

12 

（8） 
12 
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３ 地域生活支援の充実 

障害者の高齢化、重度化や「親亡き後」を見据え、障害者等の地域生活支援を

推進する観点から、障害者等が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるような

様々な支援が求められます。そのため、国の基本指針では令和８年度末までに、

各市町村において地域生活支援拠点等を整備するとともに、その機能の充実のた

め、コーディネーターを配置するなどにより効果的な支援体制の構築を進め、年

１回以上、支援の実績等を踏まえ運用状況を検証及び検討することを基本とする

こととされています。また、強度行動障害を有する者への支援体制の充実を図る

ため、支援ニーズの把握を行い、ニーズに基づく支援体制の整備を図ることが必

要とされています。 

地域生活支援拠点等の機能としては、①相談、②緊急時の受け入れ・対応、③

体験の機会・場、④専門的人材の確保・養成、⑤地域の体制づくり、の 5つが求

められており、本市では、鳥栖・三養基地域自立支援協議会等における議論を通

じ、圏域内の事業所の役割分担を明確にしながら、面的整備による地域生活支援

拠点等の構築を進めてきました。 

今後も、鳥栖・三養基地域自立支援協議会等において、地域生活支援拠点の機

能充実に向けた運用状況の検証と検討を行いながら、その機能充実を図ります。 
 

成果指標・活動指標 
第６期 第７期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域生活支援拠点等の設置箇所

数（か所） 

1 

（1） 

1 

（1） 

1 

（1） 
1 

コーディネーターの配置 

（人／年） 

2 

（2） 

2 

（2） 

2 

（2） 
2 

運用状況の検証及び検討の実施

回数（回／年） 

4 

（5） 

4 

（4） 

4 

（5） 
4 

※鳥栖市においては、面的整備を行っています。そのため、１か所と表記しています。 

面的な整備…地域における複数の機関が分担して機能を担う体制。 
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４ 福祉施設から一般就労への移行等 

（１）福祉施設から一般就労への移行 

前計画では、令和 5年度における年間の一般就労への移行者数の目標を 13人

と設定していましたが、令和 4年度の一般就労移行者数は 6人となっています。

本計画では、国の基本指針に基づき、令和 8年度に就労移行支援事業等を通じた

一般就労への移行者数を令和 3年度実績の 1.28倍以上（12人）にすること、

また、就労移行支援事業所のうち、就労移行支援事業終了者に占める一般就労へ

移行した者の割合が 5 割以上となる事業所の数を本市にある就労移行支援事業

所全体の 5割以上とすることを目標とします。 
 

数値目標２：福祉施設から一般就労への移行者数等 

前計画の 

実 績 
令和４年度の年間一般就労移行者数 ６人  

本計画の 

目標値 

令和８年度の年間一般就労移行者数 

（令和３年度実績の 1.28倍以上） 
１２人  

（うち就労移行支援事業所利用者数） （5人） 

（うち就労継続支援Ａ型事業所利用者数） （5人） 

（うち就労継続支援Ｂ型事業所利用者数） （2人） 

就労移行支援事業所のうち、利用終了者に占める一般

就労へ移行した者の割合が 5割以上の事業所 
１か所 

 

（２）就労定着支援事業の利用者数及び就労定着率 

本計画では、国の基本指針に基づき、令和 8 年度における就労移行支援事業

等を通じて一般就労に移行する者（12人）のうち、7割（9人）が就労定着支

援事業を利用することを見込みます。また、就労定着支援事業所についても、国

の指針に基づき、就労定着率が 7割以上となる事業所を全体の 2割 5分以上と

することを目標に掲げ、市内の就労定着支援事業所 2か所を対象とします。 

数値目標３：就労定着支援の利用者数及び就労定着支援事業所数 

本計画の 

目標値 

令和８年度の就労定着支援事業利用者数   ９人  

就労定着率７割以上の就労定着支援事業所数   ２か所 
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５ 障害児支援の提供体制の整備等 

（１）障害児に対する重層的な地域支援体制の構築 

本市では、障害児に対する専門的な支援の確保という観点から、児童発達支援

センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を図るとともに、保育所等訪

問支援を利用できる体制整備に努めてきました。現在、児童発達支援センターが

市内に１か所、保育所等訪問支援事業所が市内に４か所整備されており、国の基

本指針で示された障害児の地域参加・包容（インクルージョン）を推進していき

ます。 

 

（２）重症心身障害児・医療的ケア児への支援 

重症心身障害児が身近な地域で支援を受けられるように設置された、主に重症

心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所に

ついても、現在、市内に 2か所ずつ整備済みで、今後もその利用促進を図ってい

きます。 

医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、本市では、保健・医療・福祉・

教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場として、鳥栖・三養基地域自立

支援協議会の子ども部会に医療的ケア児支援連携強化ワーキンググループを設

置しています。 

今後もこのワーキンググループにおいて、医療的ケア児支援に関する課題を抽

出し解決に向けた協議を行い、さらなる支援の充実を図るとともに、医療的ケア

児への支援を調整するコーディネーターの配置を行います。 
 

成果指標 
第６期 第７期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

主に重症心身障害児を支援する児

童発達支援事業所数（か所） 

2 

（2） 

２ 

（2） 

２ 

（2） 
２ 

主に重症心身障害児を支援する放

課後等デイサービス事業所数（か

所） 

2 

（2） 

２ 

（2） 

２ 

（2） 
２ 

医療的ケア児支援のための関係機

関の協議の場（か所） 

1 

（1） 

１ 

（1） 

１ 

（1） 
１ 

医療的ケア児支援に対する関連分

野の支援を調整するコーディネー

ターの配置人数（人） 

1 

（0） 

１ 

（0） 

１ 

（0） 
１ 
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６ 相談支援体制の充実・強化等 

（１）総合的・専門的な相談支援 

基幹相談支援センターが中心となって相談支援体制の充実を図り、障害の種別

や各種のニーズに対応できる総合的・専門的な相談支援を継続していきます。 

 

（２）地域の相談支援体制の強化 

相談支援事業者に対し、訪問等による専門的な指導・助言、人材育成の支援に

努めるとともに、鳥栖・三養基地域自立支援協議会の相談部会において地域の相

談機関との連携強化の取組を行います。 
 

活動指標 
第６期 第７期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

障害の種別や各種のニーズに対

応できる総合的・専門的な相談支

援の実施の見込み 

有 

（有） 

有 

（有） 

有 

（有） 
有 

地域の相談支援事業者への訪問

等による専門的な指導・助言件数 

（件／年） 

3 

（6） 

4 

（6） 

4 

（2） 
4 

地域の相談支援事業者の人材育

成の支援件数（件／年） 

1 

（1） 

1 

（1） 

1 

（1） 
1 

地域の相談機関との連携強化の

取組の実施回数（回／年） 

4 

（4） 

4 

（4） 

4 

（4） 
4 

協議会における個別事例の検討

を通じた地域のサービスの開発・

改善（事例検討実施部会数） 

6 

（6） 

6 

（6） 

6 

（6） 
6 
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７ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

（１）障害福祉サービス等に係る各種研修の活用 

県が実施する障害福祉サービス等に係る研修、その他の研修への市職員の参加

促進に努め、業務の質の向上を図ります。 

 

（２）障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有 

障害者自立支援審査支払等システム等による審査結果を分析してその結果を

活用するとともに、事業所や関係自治体等との共有を図ります。 

 

活動指標 
第６期 第７期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

都道府県等が実施する各種研修

への市職員の参加人数見込み 

（人／年） 

2 

（2） 

2 

（2） 

2 

（2） 
2 

障害者自立支援審査支払等シス

テム等による審査結果を分析活

用した事業所や関係自治体との

共有回数（件／年） 

1 

（1） 

1 

（1） 

1 

（1） 
1 
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４ 各種サービスの見込量 

 

１ 障害福祉サービスの見込量 

前計画期間中のサービス利用実績と今後の利用者のニーズ等を踏まえ、計画期間

における各種サービス事業量（活動指標）を以下のとおり見込みました。 

 

（１）訪問系サービス 

① 居宅介護 

ヘルパーが居宅を訪問し、入浴・排せつ・食事等の身体介護、洗濯・掃除等

の家事援助を行うサービスです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
122 132 

135 

（134） 

140 

（132） 

145 

（127） 
150 

利用時間 

（時間／月） 
1,438 1,459 

1,520 

（1,463） 

1,580 

（1,525） 

1,640 

（1,545） 
1,700 

    

 

※サービス見込み量の単位 

人 ／月：１か月当たりの利用人数 

時間／月：１か月当たりの利用時間（時間＝人×一人当たり平均利用時間） 

人日／月：１か月当たりの利用日数（人日＝人×一人当たり平均利用日数） 

 

 
② 重度訪問介護 

ヘルパーが居宅を訪問し、重度の肢体不自由者等で常時介護を要する障害の

ある人に、入浴・排せつ・食事等の介護、外出時における移動中の介護等を総

合的に行うサービスです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
2 3 

3 

（3） 

3 

（4） 

4 

（3） 
4 

利用時間 

（時間／月） 
352 619 

720 

（710） 

720 

（713） 

850 

（1,076） 
850 

  



資料編 
 

- 9 - 

③ 同行援護 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する人に、ヘルパーが同行し、移動

に必要な情報を提供するとともに、移動の援護等の外出支援を行うサービスで

す。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
16 16 

16 

（16） 

16 

（15） 

16 

（15） 
16 

利用時間 

（時間／月） 
118 130 

155 

（160） 

171 

（179） 

171 

（171） 
171 

 

④ 行動援護 

知的障害、精神障害により行動上著しい困難があり、常時介護を要する人に

対して、ヘルパーが行動する際に生じ得る危険を回避するための援護や外出時

における移動中の介護を行うサービスです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
12 14 

14 

（12） 

16 

（11） 

17 

（14） 
18 

利用時間 

（時間／月） 
142 129 

129 

（115） 

153 

（92） 

163 

（104） 
173 

 

⑤ 重度障害者等包括支援 

意思の疎通に著しい困難を伴う重度障害のある人に対して、居宅介護をはじ

めとする複数のサービスを包括的に行うサービスです。 

佐賀県内に事業所がないため、見込みを 0としています。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
0 0 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

利用時間 

（時間／月） 
0 0 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 
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（２）日中活動系サービス 

① 生活介護 

常時介護が必要である障害者に対して、入浴、排せつ、食事の介護などを行

うとともに、創作的活動又は生産活動の機会を提供するサービスです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
122 120 

120 

（125） 

123 

（125） 

124 

（125） 
125 

利用日数 

（人日／月） 
2,253 2,212 

2,300 

（2,289） 

2,360 

（2,338） 

2,380 

（2,364） 
2,400 

 

② 自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

機能訓練は、地域生活を営む上で身体機能・生活能力の維持・向上などのた

め、支援が必要な身体障害のある人等を対象に、自立した日常生活又は社会生

活ができるよう、一定期間、身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練

を行うサービスです。 

一方、生活訓練は、地域生活を営む上で生活能力の維持・向上等のため、支

援が必要な知的障害・精神障害のある人を対象に、自立した日常生活又は社会

生活ができるよう、一定期間、生活能力の向上のために必要な訓練を行うサー

ビスです。 

 

■自立訓練（機能訓練） 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
2 0 

2 

（1） 

2 

（1） 

2 

（1） 
2 

利用日数 

（人日／月） 
21 0 

21 

（6） 

21 

（11） 

21 

（2） 
21 
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■自立訓練（生活訓練） 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
19 11 

11 

（9） 

13 

（9） 

13 

（12） 
13 

利用日数 

（人日／月） 
106 95 

95 

（95） 

119 

（86） 

119 

（120） 
119 

 

③就労選択支援 

 障害者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセス

メントの手法を活用して、本人の希望、就労能力や適性等に合った選択を支援

するサービスで、令和 7年１０月からの施行が予定されています。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／年） 

 

 
   

5 

（0） 
10 

利用日数 

（人日／年） 

 

 

 

 
  

50 

（0） 
100 

 

④ 就労移行支援 

一般企業等への就労を希望し、知識・能力の向上、職場開拓を通じ、一般企

業等への雇用又は在宅就労等が見込まれる人に、一定期間、就労に必要な知識

及び能力を修得するための訓練や、求職活動に関する支援等を行うサービスで

す。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
33 36 

36 

（27） 

40 

（29） 

44 

（31） 
48 

利用日数 

（人日／月） 
272 271 

217 

（235） 

320 

（317） 

352 

（251） 
384 
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⑤ 就労継続支援（Ａ型） 

就労に必要な知識・能力の向上を図ることによって雇用契約に基づく就労が

可能と見込まれる人に、雇用に基づく就労機会の提供や一般雇用に必要な知識

及び能力を修得するための訓練を行うサービスです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
126 136 

146 

（162） 

158 

（149） 

170 

（137） 
184 

利用日数 

（人日／月） 
1,967 2,172 

2,400 

（2,441） 

2,679 

（2,330） 

2,892 

（2,138） 
3,121 

 

⑥ 就労継続支援（Ｂ型） 

年齢や体力の面で雇用されることや就労移行支援及び就労継続支援Ａ型を

利用することが困難な人や、就労移行支援事業を利用したが一般企業への雇用

に結びつかなかった人、50 歳に達している人などに一定の賃金水準に基づく

就労の場を提供するとともに、必要な知識及び能力を修得するための訓練を行

うサービスです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
238 240 

247 

（257） 

255 

（276） 

262 

（290） 
270 

利用日数 

（人日／月） 
3,463 3,416 

3,833 

（3,736） 

3,938 

（3,990） 

4,043 

（4,270） 
4,148 

 

⑦ 就労定着支援 

就労に向けた一定の支援を受けて一般就労に移行した障害者について、就労

の継続を図るため、就労に伴う環境変化により生じている生活面の課題を把握

するとともに、企業や関係機関等との連絡調整や課題解決に向けて必要となる

支援を行うサービスです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
8 7 

8 

（8） 

8 

（6） 

9 

（9） 
9 
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⑧ 療養介護 

医療と常時の介護を必要とする人に、主として昼間に医療機関で機能訓練、

療養上の管理、看護、医学的管理の下での介護及び日常生活の支援を行うサー

ビスです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
29 30 

31 

（34） 

31 

（36） 

32 

（36） 
32 

 

⑨ 短期入所 

居宅で介助（介護）する人が病気などの理由により、障害者支援施設やその

他の施設へ短期間の入所を必要とする障害のある人に対して、短期間、夜間も

含め施設で入浴、排せつ、食事の介護等を行うサービスです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
24 20 

21 

（27） 

23 

（33） 

25 

（37） 
27 

利用日数 

（人日／月） 
38 53 

60 

（62） 

66 

（66） 

72 

（88） 
78 

 

（３）居住系サービス 

① 自立生活援助 

入所施設やグループホーム等から一人暮らしへ移行した障害者について、本

人の意思を尊重した地域生活を支援するため、定期的な巡回訪問や随時の対応

により、生活上の問題を把握し、必要な情報の提供や助言等の援助を行うサー

ビスです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
0 0 

1 

（0） 

1 

（0） 

1 

（0） 
1 
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② 共同生活援助（グループホーム） 

障害のある人が、地域において自立した日常生活を営むために共同生活を行

う住居で、相談や日常生活の援助、入浴、排せつ、食事の介護等を行うサービ

スです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
144 156 

164 

（168） 

172 

（174） 

181 

（194） 
190 

うち重度障害

者の利用者数

（人／月） 

18 16 
18 

（18） 

19 

（19） 

20 

（20） 
21 

 

③ 施設入所支援 

生活介護、自立訓練及び就労移行支援等のサービスを受ける人に日中活動と

あわせて、入所施設において、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行

うサービスです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
71 67 

66 

（67） 

65 

（67） 

64 

（66） 
63 

 

（４）相談支援 

① 計画相談支援 

障害のある人又はその保護者が、対象となる障害福祉サービスを適切に利用

できるよう、支給決定を受けた障害のある人の心身の状況やおかれている環境、

障害福祉サービスの利用に関する意向、その他の事情などを考慮し、サービス

等利用計画を作成するサービスです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人） 
650 677 

680 

（719） 

708 

（728） 

738 

（757） 
768 
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② 地域移行支援 

障害者支援施設等に入所している障害者又は精神科病院に入院している精

神障害者に対し、住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動

に関する相談支援を行うサービスです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
1 1 

1 

（1） 

2 

（2） 

2 

（2） 
2 

 

③ 地域定着支援 

施設・病院からの退所・退院、家族との同居から一人暮らしに移行した障害

者、地域生活が不安定な障害者等に対し、常時の連絡体制を確保し、障害の特

性に起因して生じた緊急の事態等に相談支援を行うサービスです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
1 1 

1 

（1） 

2 

（2） 

2 

（1） 
2 
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２ 障害児サービスの見込量 

前計画期間中のサービス利用実績と今後の利用者のニーズ等を踏まえ、計画期間

における各種サービス事業量等（活動指標）を以下のとおり見込みました。 

 

① 児童発達支援 

未就学の障害児について、障害の特性に応じ、日常生活における基本的な動

作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等の集団療育及び個別療育

を行うサービスです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
205 243 

243 

（260） 

245 

（262） 

247 

（285） 
249 

利用日数 

（人日／

月） 

1,382 1,575 
1,696 

（1,620） 

1,707 

（1,839） 

1,717 

（2,111） 
1,728 

 

② 医療型児童発達支援 

児童発達支援に加え、肢体不自由児に対する治療を行うサービスです。 

佐賀県内に事業所がないため、見込みを 0としています。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
0 0 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 
0 

利用人日数 

（人日／月） 
0 0 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 
0 
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③ 居宅訪問型児童発達支援 

障害児通所支援を利用するために外出することが著しく困難な障害児につ

いて、障害児の居宅を訪問して日常生活における基本的な動作の指導、知識技

能の付与等の支援を行うサービスです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
0 0 

1 

（1） 

2 

（0） 

2 

（0） 
2 

利用人日数 

（人日／月） 
0 0 

5 

（3） 

10 

（0） 

10 

（0） 
10 

 

④ 保育所等訪問支援 

保育所等を利用中の障害児が、保育所等における集団生活の適応のための専

門的な支援を必要とする場合に、当該施設を訪問し、集団生活適応のための訓

練を実施するほか、当該施設のスタッフに対し支援方法の指導等を行うサービ

スです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
10 17 

21 

（44） 

26 

（53） 

32 

（48） 
39 

利用人日数 

（人日／月） 
17 31 

37 

（43） 

48 

（39） 

59 

（44） 
72 

 

⑤ 放課後等デイサービス 

学校通学中の障害児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生

活能力向上のための訓練等を継続的に提供するサービスです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
407 459 

530 

（584） 

619 

（659） 

723 

（693） 
844 

利用人日数 

（人日／月） 
4,796 5,222 

6,562 

（6,017） 

7,665 

（6,734） 

8,954 

（7,559） 
10,459 

  



資料編 
 

- 18 - 

⑥ 障害児相談支援 

障害児の自立した生活を支え、障害児の抱える課題の解決や適切なサービス

利用に向けて、ケアマネジメントによりきめ細かく支援するため、障害児通所

支援を利用する障害児に対し、障害児支援利用計画を作成するサービスです。 

区 分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人） 
681 771 

840 

（841） 

932 

（921） 

1,044 

（981） 
1,174 
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３ 地域生活支援事業の見込量 

前計画期間中のサービス利用実績と今後の利用者のニーズ等を踏まえ、計画期間

における各種サービス事業量等（活動指標）を以下のとおり見込みました。 

 

（１）理解促進研修・啓発事業 

障害者等が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」を除去する

ため、障害者等への理解を深めるため、研修・啓発を通じて地域住民への働きか

けを強化することにより、共生社会の実現を図るための事業です。 

小中学校や市民・企業、福祉関係の学生などを対象に、障害特性を分かりやす

く解説するとともに、障害者や福祉関係業務等の理解を深めるための教室や研修

を開催します。 

また、当事者、障害者団体、地域福祉に関わる者等により実行委員会を設置し、

障害者等と実際にふれあうイベント等、多くの住民が参加できるような形態によ

り、障害者等に対する理解を深めるイベントを行います。 

区   分 

第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

教室等開催回数 

（回/年） 
4 4 

4 
（4） 

4 
（4） 

4 
（5） 

4 

イベント開催回数 

（回/年） 
1 1 

1 
（1） 

1 
（1） 

1 
（1） 

1 

 

（２）自発的活動支援事業 

障害者等が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、障害者等

やその家族、地域住民等による地域における自発的な取組を支援することにより、

共生社会の実現を図る事業です。 

障害者等やその家族が互いの悩みを共有する場や情報交換のできる交流会活動

等を支援します。 

区   分 

第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ピアサポート 

回数 

（回/年） 
10 10 

10 
（10） 

10 
（10） 

10 
（10） 

10 

延べ人数 

（人/年） 
95 108 

113 
（115） 

118 
（92） 

123 
（108） 

128 
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（３）相談支援事業 

障害者や介助者（介護者）等からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言、

障害福祉サービスの利用支援等を行うとともに、虐待の防止やその早期発見のた

めの関係機関との連絡調整、障害者等の権利擁護のために必要な援助を行うサー

ビスです。 

鳥栖・三養基地域自立支援協議会の中に設置した障害者差別解消支援地域協議

会において司法書士、社会福祉士等の専門家グループと連携し、相談支援体制の

更なる強化を図ります。また、鳥栖・三養基地区虐待防止センターを活用し、障

害者虐待の防止及び早期発見に努めます。 

区   分 

第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

障害者相談支援 
事業実施箇所数 
（か所） 

1 3 
3 

（3） 
3 

（3） 
3 

（3） 
3 

地域自立支援 
協議会設置箇所数 
（か所） 

1 1 
1 

（1） 
１ 

（1） 
１ 

（1） 
１ 

利用件数 
（件/月） 

723 657 
650 

（595） 
660 

（659） 
670 

（613） 
680 

 

（４）成年後見制度利用支援事業 

障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用であ

ると認められる知的障害者または精神障害者に対し、成年後見制度の利用を支援

することにより、権利擁護を図る事業です。 

区   分 

第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

市長申立て利用 
実人数（人/年） 

2 3 
4 

（1） 
5 

（1） 
6 

（0） 
7 

報酬助成利用 
実人数（人/年） 

2 2 
4 

（3） 
4 

（5） 
5 

（5） 
6 
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（５）意思疎通支援事業 

点訳や音訳のほか、聴覚・言語機能、視覚に障害のある人に対して手話通訳者

や要約筆記者を派遣する事業等を通じて、障害者の意思疎通の仲介等の支援を行

うサービスです。 

一般社団法人佐賀県聴覚障害者協会への委託により、手話通訳者・要約筆記者

の派遣体制を充実させ、情報バリアフリーの環境づくりを推進するとともに、事

業の周知を図ります。 

区   分 

第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

手話通訳者・要約 

筆記者派遣回数 

（回/年） 

5 12 
35 

（38） 
35 

（19） 
35 

（22） 
35 

 

（６）日常生活用具給付等事業 

日常生活を営むことに支障がある障害者等に対し、日常生活上の便宜を図るため、

自立生活支援用具等の日常生活用具を給付するサービスです。 

区   分 

第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

介護・訓練支援 

用具（件/年） 
8 2 

12 
（6） 

12 
（4） 

12 
（5） 

12 

自立生活支援用具 

（件/年） 
8 9 

22 
（18） 

22 
（6） 

22 
（7） 

22 

在宅療養等支援 

用具（件/年） 
9 8 

22 

（18） 

22 

（8） 

22 

（9） 
22 

情報・意思疎通 

支援用具用具 

（件/年） 

11 13 
15 

（13） 
17 

（9） 
17 

（8） 
17 

排せつ管理支援 

用具（件/年） 
1,347 1,369 

1,390 

（1,390） 

1,412 

（1,451） 

1,434 

（1,538） 
1,456 

住宅改修（件/年） ０ １ 
3 

（2） 
3 

（2） 
3 

（1） 
3 
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（７）手話奉仕員養成研修事業 

聴覚障害者等との交流活動の促進、市町村の広報活動などの支援者として期待

される日常会話程度の手話表現技術を習得した手話奉仕員を養成する研修を行

う事業です。 

区   分 

第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

養成講座開催回数 

（回/年） 
47 47 

47 
（47） 

47 
（47） 

47 
（47） 

47 

利用実人数 

（人/年） 
11 4 

20 
（21） 

25 
（22） 

25 
（20） 

25 

（８）移動支援事業 

屋外の移動が困難な障害者に対して、社会参加や余暇支援を促進するためにヘ

ルパーを派遣し、外出の際の移動を支援するサービスです。 

区   分 

第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実施箇所数 

（か所） 
10 12 

17 
（21） 

19 
（23） 

21 
（19） 

23 

利用実人数 

（人/年） 
19 24 

27 
（29） 

32 
（30） 

37 
（20） 

43 

利用延時間数 

（時間/年） 
980 1,085 

1,495 

（1,452） 

1,749 

（1,402） 

2,046 

（1,914） 
2,394 

 

（９）地域活動支援センター機能強化事業 

障害者に対して、創作活動又は生産活動の機会の提供、地域との交流の促進等

の支援を行うサービスです。 

本市内には、地域において雇用・就労が困難な在宅障害者に対し、機能訓練等

を提供するⅡ型（鳥栖市身体障害者福祉センター）があります。 

区   分 
第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域活動支援 

センターⅡ型 

（か所） 

 1  1 
1 

（1） 
1 

（1） 
1 

（1） 
1 
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（１０）福祉ホーム事業 

住居を求めている障害者に、低額な料金で居室その他の設備を提供するととも

に、日常生活に必要な相談・助言の支援を行うサービスです。 

区   分 

第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用実人数 

（人/月） 
1 1 

2 
（2） 

2 
（2） 

2 
（2） 

2 

 

（１１）訪問入浴サービス事業 

歩行が困難であり、移送に耐えられないなどの障害者に対し、浴槽を設置した

専用車等による訪問入浴を提供するサービスです。 

区   分 

第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用実人数 

（人/年） 
3 3 

4 
（4） 

4 
（4） 

4 
（3） 

4 

利用延日数 

（回/年） 
398 386 

441 
（396） 

516 
（401） 

516 
（395） 

516 

 

（１２）巡回支援専門員整備事業 

保育所等の子どもやその親が集まる施設・場に巡回等支援を実施し、障害が“気

になる”段階から支援を行うための体制の整備を図り、発達障害児等の福祉の向

上を図ることを目的とする事業です。  

区   分 

第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実施箇所数 

（か所） 
25 26 

21 
（29） 

26 
（32） 

27 
（30） 

28 

巡回延回数 

（回/年） 
250 250 

250 
（224） 

265 
（239） 

280 
（265） 

295 
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（１３）日中一時支援事業 

障害者等の日中における活動の場を確保し、障害者等の家族の就労支援及び障

害者等を日常的に介護している家族の一時的な休息のため、日中の一時預かりを

行うサービスです。 

区   分 

第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実施箇所数 

（か所） 
8 11 

18 
（19） 

20 
（18） 

22 
（19） 

24 

利用実人数 

（人/年） 
32 43 

41 
（51） 

47 
（43） 

54 
（40） 

62 

利用延日数 

（日/年） 
934 1,216 

1,118 
（1,585） 

1,285 
（1,480） 

1,478 
（1,404） 

1,700 

 

（１４）社会参加促進事業 

（自動車運転免許取得助成事業、自動車改造助成事業） 

障害者の社会参加の促進を目的として、自動車運転免許の取得及び自動車の改

造に要する費用の一部を助成する事業です。 

区   分 

第６期 第７期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用実人数 

（人/年） 
7 6 

7 
（6） 

7 
（6） 

7 
（14） 

7 

 


